
令和８年度

事 業 計 画

令和 ８ 年 ４月 １日から

令和 ９ 年 ３月３１日まで

公益財団法人 秋田県総合保健事業団



Ⅰ 基本方針

１．法人の適正な管理運営

（１）理事会・評議員会の開催

（２）コンプライアンスの強化

　当財団は、昭和６１年（１９８６年）４月に設立され、平成２５年４月に公益財団法人へ

移行した。

　本年度も、公益目的事業の一層の充実に努めるとともに、適正かつ効率的な運営を行い、

事業の運営基盤の構築を図るものとする。

　公益目的事業として、関係機関と連携して県民のがんや生活習慣病などの疾病予防や健康

の管理及び保持増進に関する事業を実施するとともに、県内の生活環境保全や生活衛生の向

上に関する事業を行い、もって県下の公衆衛生の向上を図り、県民の健康と福祉の向上に寄

与する。

　令和８年度においても主軸である各種健（検）診・検査事業等の精度管理に努めるととも

に顧客のニーズに耳を傾け、県民の信頼と要望に応えられる健診検査機関となるよう努力を

していく。

　定款の定めるところにより、定例理事会・評議員会を年２回開催するほか、公益財団法

人としての運営の進捗状況を管理するため、必要なときは随時開催する。

　公益財団法人として、公益３法のほか事業運営に係る法規制に基づき、公益法人の定期

提出書類の整備や必要な諸規則・諸規程の見直しを行う。

令和８年度　公益財団法人秋田県総合保健事業団　事業計画



Ⅱ　公益目的事業

１．検診検査事業

（１）検診検査事業

（単位：件）

（２）ストレスチェック事業

　

△ 1,00028,00027,000予 定 人 数 （ 人 ）

項 目 令和８年度計画 令和７年度計画 増 減

健 康 診 査

特 定 保 健 指 導

732,540

910

臨 床 検 査

　令和８年度は、次の件数の検診検査事業を実施する。

760

△ 11,850

△ 250

1,336,460

実 施 事 業 所 数 287 260 27

　労働安全衛生法に基づく、「心理的な負担の程度を把握するための検査等（ストレスチェッ

ク事業）」については、市町村職員、健（検）診を受託している事業所等を対象に実施する。

△ 150

△ 320

2,810

70,000

△ 1,270

△ 4,450

146,110

4,560

145,070

54,800

△ 530

15,730

122,810118,360

項 目

△ 590

620

37,260

27,040

16,050

増 減

54,790

51,760

△ 840

前 立 腺 が ん 検 診

大 腸 が ん 検 診

令和８年度計画 令和７年度計画

△ 1,040

△ 540

△ 3,040

22,400

△ 1,120

3,970

肺 が ん 等 検 診

子 宮 が ん 検 診

乳 が ん 検 診

胃 が ん 検 診

25,910

53,950

結 核 検 診

事 業 所 健 診

18,920

760

2,270

1,010

25,770特 定 健 康 診 査

18,010

27,030

合 計 1,324,610

22,250

骨 粗 鬆 症 検 診

学 校 関 連 検 診

36,730

肝炎ウイルス検診

70,620

731,780



（３）がん検診受診勧奨推進事業（コール・リコール事業）

（４）ＩＣＴを活用した健（検）診予約システムの導入

R８は●の種別に対象を広げてWeb予約を実施予定

実施市町村名

※Ｒ８実施を見送り

　秋田県のがん検診受診率の向上を図る目的で、平成２６年度から事業団の独自事業として実

施しているがん検診受診勧奨推進事業（コール・リコール事業）は、事業を希望する市町村か

らの委託が停止し、令和５年度より、電話による受診勧奨から新たな受診勧奨方法を検討して

きたが、令和８年度でがん検診受診勧奨推進事業から撤退することとする。

男 鹿 市 ※Ｒ８実施を見送り9

　市町村が実施する住民健（検）診について、当事業団が令和４年度に整備したＩＣＴを活用

した健（検）診予約システムは、予約情報をリアルタイムで一元管理することより、受診者の

待ち時間短縮、市町村担当者の業務負担軽減、また事業団にとっても予約による受診者数の把

握が可能になることから、適正なスタッフ配置や検診車配車の精度向上につながるものと推進

を図ってきた。令和８年度は、予約システムを導入している１５市町中１２市町において、健

診種別の対象を広げて実施を継続するが、高齢化が進む県内においては、受診者への普及が難

しい状況かつ料金体系の課題もあることから、実施方法の見直しも視野に、令和９年度に向け

住民がより活用しやすく普及につながる方法を検討していく。

に か ほ 市

小 坂 町

大 館 市

北 秋 田 市

藤 里 町

八 峰 町

○ ○

●

○ ○

横 手 市

大 仙 市

美 郷 町

○ ○ ○

○ ○○

●

○ ○ ○ ○ ○ ○

● ● ●由 利 本 荘 市

○○ ○ ○八 郎 潟 町

●

○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

※Ｒ８実施を見送り

○

○ ○ ○ ○ ○ ○

14

15

6

7

8

10

11

肺 大腸 骨粗

3

4

5

○

特定等

三 種 町

五 城 目 町

仙 北 市

12

13

●

○ ○

2

子宮 乳

○

胃

1



２．秋田県総合保健センター指定管理事業

（１）健康診査（人間ドック）事業

（単位：件）

（２）情報管理事業

①集団検診システムの運用管理

②市町村検診受付システムの運用支援

２３市町村 （稼働台数　３６台）

婦 人 健 診

一 般 健 診 1,400 1,700 △ 300

項          目 令和８年度計画 令和７年度計画 増 減

総 合 健 診 7,000 6,300 700

16,000 15,500 500

1,200 1,100 100

　国や秋田県における各種検診実施要領に従い、電算システム及び機器の適正な運用管理に

努めるとともに、必要に応じてシステムプログラムの改修に取り組む。

　県及び医師会の検診関係各種委員会の指導等に基づき、必要なプログラム修正・改善を行

い、システムの運用管理を行う。

　市町村における保健センター業務の支援及び住民の健康管理や保健サービスの充実などを

目的とした運用支援を継続する。

市町村検診受付システム

そ の 他 健 診 6,400 6,400 0

合 計



３．秋田県からの委託事業

①がん登録推進事業

機関273

　県内においてがんと診断された患者の情報を収集し、診断の契機や臨床病期、治療状

況、最終的な転帰までを把握し分析・検討することにより、がん予防の推進及びがん医療

の向上を図るためのものである。県民の健康増進に寄与することを目的に、がん登録事業

を実施する。

　事業団内に設置した疾病登録室において、医療機関からの届出票により情報を入力し、

登録されたデータを解析資料に活用する。

令和８年度協力依頼書発送予定医療機関数



４．普及啓発・広報活動事業

（１）普及啓発活動

①がん予防、結核予防運動の推進

②健康に関するイベントの開催

③がんに関するサポート団体等の活動への協力

④全国組織との提携事業の推進

（２）広報活動事業

①健康に関する広報誌の発行

②事業年報の発行

　９月の「がん征圧月間」及び「結核・呼吸器感染症予防週間」の啓発運動を積極的に推

進するため、運動期間内は、ＰＲ看板の設置やポスターの配布を行うとともに、新聞広告

などメディアを積極的に活用し、広く予防知識の普及啓発を実施する。

　９月のがん征圧月間には、公益財団法人日本対がん協会と連携して「がん征圧全国大会

秋田大会」を秋田市で開催する。「健康・環境フェスタ２０２６」は、がん検診受診率向

上に向けた集中キャンペーン月間である１０月に開催し、広く一般県民を対象として、事

業団の事業活動を積極的にＰＲするとともに、がんなどの疾病の予防や早期発見、健康の

管理や健康づくり、また、地域の生活環境の保全や環境衛生の向上などをテーマとした情

報提供や広報、啓発活動を行う。

　「あけぼの秋田主催・母の日キャンペーン」、「ピンクリボン・キャンペーン」、「リ

レー・フォー・ライフ・ジャパンあきた」など、がんに関するサポート団体等の活動に積

極的に協力し、がん予防やがん検診受診の普及啓発を行う。

　全国組織である公益財団法人結核予防会及び公益財団法人日本対がん協会と連携し、結

核やがんの予防及び早期発見に関する普及啓発等の提携事業を秋田県内で推進する。

　事業団広報誌「健康あきた」を年２回発行し、市町村や事業所等の関係機関に送付する

ほか、ホームページでの掲載により、県民に対し広く検診・検査や健康づくり等に関する

情報提供を行う。

　事業団が実施する検診検査事業から得られるデータ等を統計的に集約した「事業年報」

を年１回発行する。

　検診検査事業の実施により継続的に得られる広域的なデータをデータベースとして構築

し、県や市町村、各地区の医師会や関係機関へ報告するとともに、依頼に応じ必要な資料

を提供することにより、県民の疾病の予防や早期発見、健康の維持管理、また地域の環境

保全など県内の公衆衛生の向上に役立てる。



５．その他

（１）職員研修

　全職員を対象に、接遇研修及びスキルアップ研修を計画・実施し、職員の能力及び意識

の向上を図る。実施にあたっては、オンライン研修についても積極的に取り入れていく。



Ⅲ　収益事業

１．検査事業

　令和８度は、次の件数の検査事業を実施する。

（単位：件）

２．秋田県からの委託事業

（１）秋田県総合保健センター指定管理事業

①施設の貸出事業

（単位：件）

（２）受託研修事業

　結核予防婦人会員の地区リーダーに対し、活動に必要な知識や技術を習得することを目的

に、秋田県の委託を受けて疾病対策や健康増進の分野での研修会を企画し、開催する。

合 計 350 390 △ 40

項          目

小 会 議 室 30 50 △ 20

209,290 216,820 △ 7,530

3,200 △ 1003,100

合 計 273,480 277,560 △ 4,080

環 境 検 査 270 270 0

食 品 検 査

腸 内 細 菌 検 査

1,070 1,070 0

水 質 検 査 14,550 11,450 3,100

簡 易 専 用 水 道

項          目 令和８年度計画 令和７年度計画 増 減

浄 化 槽 現 地 検 査 45,200 44,750 450

栄 養 実 習 室 5 5 0

大 会 議 室 105 70 35

第 ２ 研 修 室 75 90 △ 15

第 ３ 研 修 室 35 75 △ 40

令和８年度計画 令和７年度計画

第 １ 研 修 室 100 100 0

増 減



令和８年度

予 算

令和 ８ 年 ４月 １日から

令和 ９ 年 ３月３１日まで

公益財団法人 秋田県総合保健事業団



(単位:千円)
予 算 額 前年度予算額 増 減 備 考

Ⅰ一般正味財産増減の部
　1．経常増減の部
　(1)経常収益
　　基本財産運用益  

4020 基本財産利息収入    12 14 ▲ 2
　　受託収入

4040 センター管理運営収入 73,949 70,187 3,762
4045 センター利用料金収入 324,012 298,234 25,778
4050 教育研修受託収入    115 114 1
4060 登録管理事業受託収入 7,292 7,164 128

　　事業収益
4080 結核検診収入        47,080 46,014 1,066
4090 肺がん検診収入      95,510 91,930 3,580
4140 胃がん検診収入      277,210 293,970 ▲ 16,760
4150 子宮がん検診収入    86,100 89,065 ▲ 2,965
4160 乳がん検診収入      59,710 60,576 ▲ 866
4170 大腸がん検診収入    122,280 121,170 1,110
4171 前立腺がん検診収入  36,210 36,519 ▲ 309
4172 骨粗鬆症検診収入    8,730 10,020 ▲ 1,290
4200 学校検診収入        92,830 93,983 ▲ 1,153
4135 肝炎ウイルス検診収入 4,750 6,124 ▲ 1,374
4101 定期健康診断収入    1,060,670 1,057,131 3,539
4110 特殊健康診断収入    89,600 91,313 ▲ 1,713
4132 特定健診収入        213,530 221,954 ▲ 8,424
4133 健康診査収入        127,040 121,472 5,568
4134 特定保健指導収入    12,890 14,265 ▲ 1,375
4180 検診業務受託収入    89,200 58,686 30,514
4220 臨床検査収入        390,340 386,470 3,870
4230 腸内細菌検査料      78,400 78,360 40
4240 水質検査料          293,350 265,900 27,450
4250 浄化槽現地検査料    284,060 278,950 5,110
4260 環境検査料          13,000 13,000 0
4270 食品検査料          18,400 18,700 ▲ 300

　　受取補助金等
4340 シール募金交付金      1,710 2,219 ▲ 509

振替1 健診ｾﾝﾀｰ環境整備補助金振替額 0 0 0
振替2 健診予約システム導入支援補助金振替額 3,982 4,450 ▲ 468
振替3 コロナ検査整備補助金振替額 15 15 0
振替4 検査体制整備事業補助金振替額 4,777 4,361 416
振替5 検診車整備補助金収入振替額 8,412 14,021 ▲ 5,609
振替6 JKA検診車整備補助金収入振替額 2,477 4,128 ▲ 1,651
 　 雑収益

4420 受取利息            2,033 1,234 799
4430 雑収入              1,128 2,812 ▲ 1,684
4432 退職給付引当金戻入 504 38,776 ▲ 38,272

  経常収益計 3,931,308 3,903,301 28,007
　(2)経常費用
　事業費

9814 役員報酬 35,387 35,170 217
9813 給料手当 1,007,609 931,421 76,188
9812 臨時雇賃金 748,779 739,544 9,235
9810 退職給付費用 83,200 90,177 ▲ 6,977
9811 福利厚生費 262,597 253,214 9,383
9800 材料費 337,073 330,292 6,781
9801 車両費 107,587 102,283 5,304
9803 委託費 216,915 211,501 5,414
9802 旅費交通費 19,963 17,953 2,010
9808 通信運搬費 64,698 59,018 5,680
9816 減価償却費 352,733 308,178 44,555
9806 消耗什器備品費 11,928 44,808 ▲ 32,880
9817 消耗品費 25,230 23,972 1,258
9804 修繕費 155,913 139,323 16,590
9818 印刷製本費 1,371 1,064 307
9860 光熱水費 63,879 60,178 3,701

令和８年度収支予算書
令和８年４月１日～令和９年３月３１日

科 目



(単位:千円)
予 算 額 前年度予算額 増 減 備 考

令和８年度収支予算書
令和８年４月１日～令和９年３月３１日

科 目
9861 庁舎管理費 91,945 107,084 ▲ 15,139
9807 リース料 28,875 27,322 1,553
9809 賃借料 52,561 50,501 2,060
9862 職員研修費 7,745 5,949 1,796
9863 保険料 3,104 2,859 245
9864 諸謝金 154 41 113
9865 租税公課 28,312 30,631 ▲ 2,319
9866 支払負担金 1,118 1,189 ▲ 71
9867 支払寄附金 7,510 7,690 ▲ 180
9868 広報活動費 2,548 2,462 86
9869 接待交際費 270 236 34
9872 雑費 1,734 3,384 ▲ 1,650
4595 賞与引当金繰入 104,120 97,385 6,735
4599 役員退職功労金引当金繰入 2,494 2,481 13

 管理費
9822 役員報酬 4,603 4,582 21
9820 給料手当 7,370 7,185 185
9821 臨時雇賃金 1,800 1,800 0
9824 退職給付費用 925 819 106
9823 福利厚生費 2,472 3,244 ▲ 772
9852 車両費 593 653 ▲ 60
9826 会議費 29 20 9
9827 旅費交通費 122 230 ▲ 108
9829 通信運搬費 1,680 1,455 225
9848 減価償却費 3,612 857 2,755
9830 消耗什器備品費 2,178 984 1,194
9831 消耗品費 3,527 2,430 1,097
9835 修繕費 1,983 1,738 245
9832 印刷製本費 135 104 31
9833 光熱水費 351 327 24
9834 庁舎管理費 1,137 417 720
9837 賃借料 2,723 2,194 529
9836 職員研修費 4,597 3,474 1,123
9839 諸謝金 0 0 0
9840 租税公課 1,459 564 895
9841 支払負担金 1,396 2,521 ▲ 1,125
9842 広報活動費 9,273 341 8,932
9853 対外慶弔費 203 113 90
9854 接待交際費 2,572 2,550 22
9844 雑費 140 154 ▲ 14
4691 賞与引当金繰入 1,022 801 221
4611 役員退職功労金引当金繰入 131 131 0

　 経常費用計 3,883,385 3,726,998 156,387
　評価損益等調整前当期経常増減額 47,923 176,303 ▲ 128,380
　投資有価証券評価損益等 0 0 0
　当期経常増減額 47,923 176,303 ▲ 128,380
　2．経常外増減の部
　(1)経常外収益

固定資産売却益 0 0 0
　　経常外収益計 0 0 0
　(2)経常外費用

固定資産除却損 0 0 0
　　経常外費用計 0 0 0
　　当期経常外増減額 0 0 0
 当期一般正味財産増減額 47,923 176,303 ▲ 128,380
Ⅱ指定正味財産増減の部
　　一般正味財産への振替額 ▲ 19,663 ▲ 26,975 7,312
 当期指定正味財産増減額 ▲ 19,663 ▲ 26,975 7,312
正味財産増減額 28,260 149,328 ▲ 121,068



(単位:千円)
公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引消去 合 計

Ⅰ一般正味財産増減の部
　1．経常増減の部
　(1)経常収益
　　基本財産運用益  
4020 基本財産利息収入    8 2 2 12

　　受託収入
4040 センター管理運営収入 21,205 52,744 0 73,949
4045 センター利用料金収入 317,612 6,400 0 324,012
4050 教育研修受託収入    0 115 0 115
4060 登録管理事業受託収入 7,292 0 0 7,292

　　事業収益
4080 結核検診収入        47,080 0 0 47,080
4090 肺がん検診収入      95,510 0 0 95,510
4140 胃がん検診収入      277,210 0 0 277,210
4150 子宮がん検診収入    86,100 0 0 86,100
4160 乳がん検診収入      59,710 0 0 59,710
4170 大腸がん検診収入    122,280 0 0 122,280
4171 前立腺がん検診収入  36,210 0 0 36,210
4172 骨粗鬆症検診収入    8,730 0 0 8,730
4200 学校検診収入        92,830 0 0 92,830
4135 肝炎ウイルス検診収入 4,750 0 0 4,750
4101 定期健康診断収入    1,060,670 0 0 1,060,670
4110 特殊健康診断収入    89,600 0 0 89,600
4132 特定健診収入        213,530 0 0 213,530
4133 健康診査収入        127,040 0 0 127,040
4134 特定保健指導収入    12,890 0 0 12,890
4180 検診業務受託収入    89,200 0 0 89,200
4220 臨床検査収入        390,340 0 0 390,340
4230 腸内細菌検査料      0 78,400 0 78,400
4240 水質検査料          0 293,350 0 293,350
4250 浄化槽現地検査料    0 284,060 0 284,060
4260 環境検査料          0 13,000 0 13,000
4270 食品検査料          0 18,400 0 18,400

　　受取補助金等
4340 シール募金交付金      1,710 0 0 1,710

振替1 健診ｾﾝﾀｰ環境整備補助金振替額 0 0 0 0
振替2 健診予約システム導入支援補助金振替額 3,982 0 0 3,982
振替3 コロナ検査整備補助金振替額 15 0 0 15
振替4 検査体制整備事業補助金振替額 4,777 0 0 4,777
振替5 検診車整備補助金収入振替額 8,412 0 0 8,412
振替6 JKA検診車整備補助金収入振替額 2,477 0 0 2,477
 　 雑収益
4420 受取利息            1,175 234 624 2,033
4430 雑収入              171 297 660 1,128
4432 退職給付引当金戻入 413 85 6 504

  経常収益計 3,182,929 747,087 1,292 3,931,308
　(2)経常費用
　事業費
9814 役員報酬 31,498 3,889 0 35,387
9813 給料手当 864,126 143,483 0 1,007,609
9812 臨時雇賃金 629,996 118,783 0 748,779
9810 退職給付費用 68,983 14,217 0 83,200
9811 福利厚生費 223,182 39,415 0 262,597
9800 材料費 295,029 42,044 0 337,073
9801 車両費 92,370 15,217 0 107,587
9803 委託費 202,254 14,661 0 216,915
9802 旅費交通費 12,464 7,499 0 19,963
9808 通信運搬費 46,993 17,705 0 64,698
9816 減価償却費 290,455 62,278 0 352,733
9806 消耗什器備品費 9,673 2,255 0 11,928
9817 消耗品費 20,660 4,570 0 25,230
9804 修繕費 125,972 29,941 0 155,913
9818 印刷製本費 747 624 0 1,371
9860 光熱水費 33,011 30,868 0 63,879

令和８年度収支予算内訳書
令和８年４月１日～令和９年３月３１日

科 目



(単位:千円)
公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引消去 合 計

令和８年度収支予算内訳書
令和８年４月１日～令和９年３月３１日

科 目
9861 庁舎管理費 54,459 37,486 0 91,945
9807 リース料 12,528 16,347 0 28,875
9809 賃借料 46,739 5,822 0 52,561
9862 職員研修費 6,286 1,459 0 7,745
9863 保険料 2,804 300 0 3,104
9864 諸謝金 118 36 0 154
9865 租税公課 18,686 9,626 0 28,312
9866 支払負担金 543 575 0 1,118
9867 支払寄附金 7,510 0 0 7,510
9868 広報活動費 2,349 199 0 2,548
9869 接待交際費 72 198 0 270
9872 雑費 1,121 613 0 1,734
4595 賞与引当金繰入 86,705 17,415 0 104,120
4599 役員退職功労金引当金繰入 2,336 158 0 2,494

 管理費
9822 役員報酬 0 0 4,603 4,603
9820 給料手当 0 0 7,370 7,370
9821 臨時雇賃金 0 0 1,800 1,800
9824 退職給付費用 0 0 925 925
9823 福利厚生費 0 0 2,472 2,472
9852 車両費 0 0 593 593
9826 会議費 0 0 29 29
9827 旅費交通費 0 0 122 122
9829 通信運搬費 0 0 1,680 1,680
9848 減価償却費 0 0 3,612 3,612
9830 消耗什器備品費 0 0 2,178 2,178
9831 消耗品費 0 0 3,527 3,527
9835 修繕費 0 0 1,983 1,983
9832 印刷製本費 0 0 135 135
9833 光熱水費 0 0 351 351
9834 庁舎管理費 0 0 1,137 1,137
9837 賃借料 0 0 2,723 2,723
9836 職員研修費 0 0 4,597 4,597
9839 諸謝金 0 0 0 0
9840 租税公課 0 0 1,459 1,459
9841 支払負担金 0 0 1,396 1,396
9842 広報活動費 0 0 9,273 9,273
9853 対外慶弔費 0 0 203 203
9854 接待交際費 0 0 2,572 2,572
9844 雑費 0 0 140 140
4691 賞与引当金繰入 0 0 1,022 1,022
4611 役員退職功労金引当金繰入 0 0 131 131

　 経常費用計 3,189,669 637,683 56,033 3,883,385
　評価損益等調整前当期経常増減額 ▲ 6,740 109,404 ▲ 54,741 47,923
　投資有価証券評価損益等 0 0 0 0
　当期経常増減額 ▲ 6,740 109,404 ▲ 54,741 0 47,923
　2．経常外増減の部
　(1)経常外収益
　　経常外収益計 0 0 0 0
　(2)経常外費用

固定資産除却損 0 0 0 0
　　経常外費用計 0 0 0 0
　　当期経常外増減額 0 0 0 0
　他会計振替額 50,881 ▲ 50,881 0 0
 当期一般正味財産増減額 44,141 58,523 ▲ 54,741 47,923
Ⅱ指定正味財産増減の部
　　一般正味財産への振替額 ▲ 19,663 0 0 ▲ 19,663
 当期指定正味財産増減額 ▲ 19,663 0 0 ▲ 19,663
正味財産増減額 24,478 58,523 ▲ 54,741 28,260



（１）資金調達の見込みについて
　　　当期中における借入の予定はありません。

（２）設備投資の見込みについて
　　　当期中における設備投資の予定は下記のとおりです。

単位:千円（税抜）

事業 設備投資の内容 支出予定額 資金調達方法

公益 集団検診画像サーバー更新（機器のみ） 39,600 運用資金

公益 心電図データ管理システム 36,700 運用資金

公益 ドック心電図接続 1,262 運用資金

公益 胸部読影システム 35,767 運用資金

公益 胃部デジタル検診車 89,500 特定資産

公益 胸部デジタル検診車 65,100 特定資産

公益 多目的検診車　2台 61,000 特定資産

公益 全自動尿分析装置 10,000 運用資金

公益 レフラクトメーター 3,500 運用資金

収益 ダンデム四重極型質量分析システム 24,700 運用資金

法人 勤怠管理システム用サーバー 859 運用資金

法人 勤怠管理用サーバー（登録嘱託用） 389 運用資金

法人 デスクトップＰＣ 310 運用資金

合　　計 368,687

資金調達及び設備投資の見込みについて
（令和8年4月1日から令和9年3月31日）

設　備　投　資　の　予　定


